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医療的ケア児について

＊ 画像転用禁止

出典：厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業「医療的ケア児に対する実態調査と医療・福祉・保健・教育等の連携に関する研究（田村班）」
及び当該研究事業の協力のもと、社会医療診療行為別統計（各年６月審査分）により厚生労働省障害児・発達障害者支援室で作成）

⃝ 医療的ケア児とは、医学の進歩を背景として、NICU（新生児特定集中治療室）等に長期入院した後、引き続き
人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な児童のこと。

⃝ 全国の医療的ケア児（在宅）は、約２万人〈推計〉である。
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医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和３年６月18日公布・同年９月18日施行）

第二条 この法律において「医療的ケア」とは、人工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為をいう。
２ この法律において「医療的ケア児」とは、日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケアを受けること
が不可欠である児童（18歳未満の者及び18歳以上の者であって高等学校等（学校教育法に規定する高等学校、中等
教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部をいう。）に在籍するものをいう。）をいう。
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在宅の医療的ケア児の推計値（0～19歳）

その他の医療行為とは、
気管切開の管理、鼻咽頭エアウェ
イの管理、酸素療法、ネブライ
ザーの管理、経管栄養、中心静脈
カテーテルの管理、皮下注射、血
糖測定、継続的な透析、導尿等



人工呼吸器

気管切開

単純気管切開術
（縦切開）

NPPV
（非侵襲的陽圧
呼吸管理）

経管栄養（胃ろう）

医療的ケアの例
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令和元（２０１９）年度愛知県医療的ケア児者実態調査結果

〇愛知県の医療的ケア児者数

単位：人

〇２０歳未満の医療的ケア児数の状況

単位：人

圏 域

医療的ケア
児者数（二
次調査対象
者数）
①

（再掲）年齢別内訳 人口 医療的ケア児
(0～19歳)
人口（全年

齢）
１万人あたり

（再掲）
人工呼吸器管

理
(0～19歳)

人工呼吸器管
理

(0～19歳)
人口（全年

齢）
１万人あたり

20歳未満
人口

医療的ケア
児

(20歳未満人
口

1万人あたり)

（再掲）人工呼
吸器管理(20歳
未満人口1万人

あたり)20歳未満（0歳～19歳）
18歳～39歳

(全年齢) (0～19歳)

0歳～5歳 6歳～17歳 ② ③ ②/③ ④ ④/③ ⑤ ②/⑤ ④/⑤

名古屋 609 219 215 456 175 2,317,646 1.968 96 0.414 377,748 12.072 2.541 

尾張中部
(名古屋市除

く）
47 23 15 39 9 170,997 2.281 12 0.702 32,988 11.822 3.638 

海部 75 35 18 56 22 327,396 1.710 11 0.336 58,861 9.514 1.869 

尾張東部 111 39 39 82 33 475,007 1.726 22 0.463 92,039 8.909 2.390 

尾張西部 110 53 31 85 26 515,294 1.650 24 0.466 94,475 8.997 2.540 

尾張北部 197 67 73 145 57 732,463 1.980 39 0.532 133,841 10.834 2.914 

知多半島 147 53 49 112 45 625,495 1.791 27 0.432 119,450 9.376 2.260 

西三河北部 111 33 54 88 24 488,167 1.803 25 0.512 94,120 9.350 2.656 

西三河南部
東

124 62 43 109 19 429,041 2.541 32 0.746 84,152 12.953 3.803 

西三河南部
西

184 68 55 131 61 703,785 1.861 24 0.341 138,570 9.454 1.732 

東三河北部 20 4 5 10 11 53,539 1.868 1 0.187 8,158 12.258 1.226 

東三河南部 201 53 85 147 63 696,777 2.110 42 0.603 128,893 11.405 3.259 

合 計 1,936 709 682 1,460 545 7,535,607 1.937 355 0.471 1,363,295 10.709 2.604 

※人口は、2019(平成31)年4月1日時点（「あいちの人口」より）。

※医療的ケア児者数は、市町村からの報告数又は一次調査結果に基づく県の推計値。

※調査時点は、2019(平成31)年4月1日時点（ただし、学齢期の児童・生徒は2019(令和元)年5月1日時点）。
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 医療的ケア児数の推移（年齢階級別）
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 人工呼吸器管理が必要な児童数の推移（年齢階級別）＜推計値＞

＜推計値＞

（平成30年度厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業「医療的ケア児に対する実態調査と医療・福祉・保健・教育等の連携に関する研究：奈倉作成（研究代表者田村）



人工呼吸
Baby Bird

ECMO

人工肺サー
ファクタント

CPAP

アルカリ療法

新生児死亡率の推移

新生児死亡率の
国際比較
2015WHO
新生児1000人中
日本：0.9
米国：3.9
英国：2.9
ドイツ：2.2
世界平均：24
の死亡者

6



予想していなかった事態
•ほとんどの子どもたちは元気に普通に生活できるよ
うになった→退院

• しかし、一方医療機器と医療ケアに頼らなければ生
きていけない子どもたちがいる
• 人工呼吸器

• 気管切開

• 経管栄養

医療的ケア児の増加と地域移行

都立墨東事件
2008年10月
36歳 妊婦 脳出血 7医療機関
で受け入れ拒否
NICU満床問題

(前田浩利先生スライド)
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重症新生児に対する療養・療育環境の拡充に関する総合研究班
(楠田、山口：研究代表者田村正徳、2004年〜2009年）

重症の慢性疾患児の在宅での療養・療育環境の充実に関する研究
(森脇、田村：研究代表者田村正徳、2010年〜2012年）

医療的ケア児に関する実態調査と医療・福祉・保健・教育等の連携促進に関する研究」
(加部、田村：研究代表者田村正徳、2016年〜2018年）
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愛知県医療的ケア児者実態調査結果（2019）より

30.6%

30.1%

2.6%

28.6%

19.7%

47.0%

57.0%

31.8%

10.7%

28.5%

1.4%

61.0%

16.2%

39.0%

2.6%

0.2%

0.6%

人工呼吸器

気管切開

経鼻咽頭エアウェイ

酸素吸入

在宅酸素療法

パルスオキシメーターの使用

たん吸引（口腔、鼻腔）

たん吸引（気管カニューレ）

排痰補助（カフマシン）装置の使用

ネブライザー等による薬液の吸入

中心静脈栄養（IVH)

経管栄養

導尿

摘便・浣腸・洗腸などの排便管理

人工肛門

継続する透析（腹膜透析含む）

その他

実施している医療的ケア【ｎ=625】
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知的機能 運動機能

医療ケア

話せない 歩けない

重症心身障害児

超重症児

医療的ケア児

医療技術の進歩によって変わる重症な小児の病態

退院

身体障害＋知的障害
＝重症心身障害児

高度な医療ケアに依存する
重症心身障害児＝超重症児

日常的に医療ケアが必要な子ども
（身体障害・知的障害は問わない）
＝医療的ケア児

医
療
技
術
の
進
歩

重篤な病気の子ども

・ 死亡
・ 退院できない長期入院児
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重症心身障害児： 大島分類の１～４の範囲に入るもの
（運動機能は座位まで、知的機能はIQ３５未満）

➡ 身体障害者手帳１・２級＋療育手帳Aに相当

重症心身障害児（者）
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2つのタイプの医療的ケア児

寝たきりの
子ども

従来の重症心身障害児
（重症児）

動ける子供

新しいタイプの子ども

(前田浩利先生スライド)
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• 医療的ケア児の33％は動ける

（2015年埼玉県小児在宅医療患者生活ニーズ調査）

• 動く医療的ケア児は、医療デバイスを不用意に抜去するなど
生命の危険がある（特に知的障害を合併する例）

• 密接な見守りなど、より手厚い障害福祉サービスが必要

• しかし、動く医療的ケア児は、準・超重症児入院診療加算や
医療型の障害福祉サービスが使えない

動く医療的ケア児

寝たきりの医療的ケア児
動く医療的ケア児

（野田聖子議員ブログ「ヒメコミュ」より） 13
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未就学期（0～5歳）

ｎ=223

就学期【小・中】（6～14歳）

ｎ=171

就学期【高】（15～17歳）

ｎ＝41

18歳以上

ｎ=188

合計

ｎ=625

運動機能

1.寝たきり 2.寝返り 3.腹ばい 4.四つ這い

5.座れる 6.立てるが歩けない 7.介助すれば歩ける 8.歩ける

9.走れる 10.その他 無回答

愛知県医療的ケア児者実態調査結果（2019）より
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日常的に医療機器、医療ケアが必要な
子どもたちは、制度上、法律上では地
域にいない、そのような子どもたちは、
病院にしかいないとされていた。

医療的ケア児の在宅生活を支えるための最大の壁

我が国の障害の概念は、身体、知的、精神、発達障害で
あり、日常的に医療が必要な障害という概念が無かった。

従って、日常的に医療が必要な子どもをその医療の必要
度に応じて支える社会的仕組みが存在しなかった。

(前田浩利先生スライド)
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わが国の障害福祉制度では、日常的に医療機
器、医療ケアが必要な医療的ケア児は、制度上
では地域にいないとされてきた。

生活支援の欠如、医療と福祉、教育の断絶、医
療だけが抱え込まざるを得ない現状

子どもと家族の生活の困難（家族の孤独なケア、
家族の疲弊、学校に行けない、外出できない、15
歳を超えたらかかりつけの病院が無い）医療機関
の機能不全（NICU満床問題、PICU満床問題）
災害時の問題（避難場所、非常時の電源）

(前田浩利先生スライド)
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医療的ケアが必要な小児が在宅生活を続ける
ために家族、特に母は家事、育児以外に医療
ケアのために時間を費やすことになる。

医療ケアの種類が多ければ多いほど、かけな
ければならない時間が増えていき、大きな負
担となる。
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在宅で医療的ケアを開始することに
なった年齢

主な看護・介護者

29.3%

16.5%

10.7%
5.6%

3.0%

1.3%

6.6%

13.3%

7.5%

2.4% 3.8%

医療的ケア開始年齢【n=625】

6か月未満

1歳未満

1歳

2歳

3歳

4歳

５～９歳

10代

20代

30代

無回答

愛知県医療的ケア児者実態調査結果（2019）より
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未就学期（0～5歳）

ｎ=223

就学期【小・中】（6～14歳）

ｎ=171

就学期【高】（15～17歳）

ｎ=41

18歳以上

ｎ=188

合計

ｎ=625

母 父

祖父母 兄弟姉妹

施設や事業所のヘルパー等 本人の配偶者

無回答
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在宅での医療的ケア開始時に困ったことや不安に感じたこと

未就学期（0～5歳）【ｎ=223】 就学期【小・中】（6～14歳）【ｎ=171】 就学期【高】（15～17歳）【ｎ=41】

18歳以上【ｎ=188】 合計【ｎ=625】

愛知県医療的ケア児者実態調査結果（2019）より
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患者と家族が地域で暮らしていくために、まわ
りの助けなしで暮らすことは不可能である。そ
のために彼らを取り巻く、医療、福祉、教育、行
政などを巻き込んだチーム作りが重要である。
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小児在宅医療の目的

•全ての子ども、どんな重い障害や病気をもった子ど
もも、一人の「人」として大切にされ、家族の絆、地域
のつながりの下で、それぞれがもって生まれた「いの
ち」の可能性をできる限り発揮して、生き切ることが
できる社会を実現する。

•在宅医療という形で、地域基盤(community-based)の
多職種連携(multi-disciplinary)による包括的ケア
(comprehensive care)を行い、Patient & Family-
Centered Careを実現する。

(前田浩利先生スライド)
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医療的ケア児の支援に関係する法律

•児童福祉法改正

（2016年６月３日）

•障害者総合支援法改正

（2016年６月３日）

•医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律

（2021年９月18日）
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2016年5月25日に児童福祉法が改正（6月3日公布・施
行）

【改正の概要】

① 医療的ケア児支援のため、地方自治体が保健・医療・福祉等

の連携体制を整備する努力義務を負う

② 市町村・都道府県が障害児福祉計画を定める

23

児童福祉法 第５６条の６ 第２項（新設）

地方公共団体は、人工呼吸器を装着している障害児その他の
日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児が、その
心身の状況に応じた適切な保健、医療、福祉その他の各関連分
野の支援を受けられるよう、保健、医療、福祉その他の各関連分
野の支援を行う機関との連絡調整を行うための体制の整備に関
し、必要な措置を講ずるように努めなければならない。



医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進について
（5部局連名通知 平成 28 年６月３日）①

以下の３省庁5部局の連名で通知を発出

☚ これこそ行政の多職種連携です！！

24

① 医政発（医政局）
② 雇児発（子ども家庭局）
③ 障発（障害保健福祉部）
④ 府子本（内閣府子ども・子育て本部）
⑤ 文科初（文科省初等中等教育局）



医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進について
（５部局連名通知 平成 28 年６月３日）②

【通知の趣旨】
各地方公共団体においては、所管内の医療的ケア児の支援ニーズや地域資源の状況を踏まえ、
保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関の連携体制の構築に向けて、計画的に取り組
んでいただくようお願いする。

【技術的な助言】

保健関係 母子保健担当者は、医療的ケア児が適切な支援が受けられるように関係課室等と情報共有
医療関係 小児病棟やNICU、PICU等から退院するに当たり療養・療育が必要な小児に対し支援を実施し、退院支援から生活の場におけ
る療養支援、急変時の対応、看取りまで継続して在宅医療が行われるよう、関係機関間の連携体制構築に配慮
障害福祉関係 各地方公共団体は障害福祉計画だけでなく障害児福祉計画を策定することが義務付けられ、これらを活用して医療的ケ
ア児の支援の体制の確保を図る（障害児福祉計画は平成30年4月1日より施行）。特に、医療的ケア児を受け入れることができる短期入
所や児童発達支援を必要としている医療的ケア児のための障害児通所支援等の確保が重要。
保育関係 医療的ケア児についても保育のニーズを受け止め、保育所・幼稚園等での受け入れや看護師の配置等
子ども・子育て支援法に基づく基本指針において、全ての子どもの健やかな育ちを等しく保障することを目指す
教育関係 医療的ケア児やその保護者の意向を尊重しつつ、関係機関とも連携しながらその教育的ニーズに応える
① 乳幼児期から学校卒業後までの一貫した教育相談体制の整備、専門家による巡回指導、関係者に対する研修
② 医療的ケアを実施する看護師等の配置又は活用、看護師等を中心に教員等が連携協力した体制整備
③ 学校において医療的ケアを行う看護師等を確保するとともに、看護師等に必要な研修の機会を充実
④ 看護師等の養成課程において特別支援学校等での実習を受け入れる

関係機関等の連携に向けた施策
① 地域において協議の場を設置し、定期的に開催
※（自立支援）協議会、医療的ケア運営協議会、慢性疾患児童等地域支援協議会、地方版子ども・子育て会議
など既存の枠組みを活用。2次医療圏や障害福祉圏域、市区町村単位などの設置開催も想定。

② 重症心身障害児者等及び医療的ケア児の支援をコーディネートする者の育成
③ 地方公共団体内で保健、医療、障害福祉、保育、教育等の課室の互いの連携体制を確保
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医療ケア児のライフステージ

病院から
地域・家庭
への移行期

地域・家庭
での生活早期

就
学
期

就
労
期

社会的
自立期

終
末
期

医療（常に必要）

福祉

高度医療依存児の
ライフステージの
スタートは病院か
ら始まることが多
い

教
育

常に医療が必要だが医療と福祉・教育との
連携、協働の仕組みが未成熟
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都道府県と市町村の役割から見た
障害者・障害児に対する福祉サービス
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日常の健康管理

かかりつけ医
訪問診療
開業医

訪問看護・訪問リハ

日常の
担当医 NICU、入院医療

の担当医

医療的ケア児支援ネットワーク

中核病院・大学病院・こども病院

障害医療に

関する担当医

④医療ネットワーク

①日中活動（社会参加）
就学前 療育・保育
学齢期 教育・福祉
卒業後 福祉・就労

②家庭での支援
（訪問系サービス）
医療系・福祉系・
保育系・教育系

⑤将来の
生活の場の確保

③短期入所（日帰り含む）
（緊急時・レスパイト）

⑥相談機能
（コーディネーター機能）
福祉サービス等のマネジメント

①情報共有 ②相互理解
③役割分担 ④相互支援
⑤信頼関係（顔の見える関係）

●担当医の中で、誰かが
中心となり指示を出す必
要がある（主治医）

相談支援専門員
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29

保健・医療・福祉・教育・保育の根拠法 （制度は根拠法で理解できる）



医療的ケア児等コーディネーターとは

•入院時からの本人・家族の意思決定の支
援を医療機関と協働で行う

•医療的ケア児のニーズに合った相談支援

（基本相談、ソーシャルワーク、

医療と福祉を組み合わせた計画相談）

•本人の成長と発達を支援し、その子どもな
りの自立ができるように支援する

•養育者が障害を持つ子どもの親となれる
よう支援する

•本人・家族の人生の伴走者
30



医療的ケア児等総合支援事業（地域生活支援促進事業）
～医療的ケアのある子どもとその家族の笑顔のために～

【事業内容】
医療的ケア児とその家族へ適切な支援を届ける医療的ケア児コーディネーターの配置や地方自治体における協議の場の設置など地方自

治体の支援体制の充実を図るとともに、医療的ケア児とその家族の日中の居場所作りや活動の支援を総合的に実施する。

【実施主体】都道府県・市町村 【令和２年予算要求】地域生活支援促進事業 138,543千円（128,543千円）＜拡充＞

地方自治体における
医療的ケア児等の協議の場の設置

医療的ケア児等コーディネーターの配置

医療的ケア児等コーディネーターや
医療的ケア児等支援者（喀痰吸引含
む）の養成研修

障害児通所支援施設 保育園・幼稚園

併行通園の促進

• 事業所からの付き添いなどのバックアップ
• 適切な情報交換

医療的ケアのある子どもとその家族

・各種サービスの紹介や相談
・医療、福祉、教育等の関係機関との連携

支援施策の検討

日中の居場所作り

医療的ケア児等とその家族への支援

きょうだい児への支援家族のレスパイト

その他、障害福祉サービス
等と重複しない支援

医療的ケア児や家族に対
する支援の充実

総合的な支援を実施

 地方自治体において、医療的ケア児等とその家族への支援体制の強化
 障害福祉サービスでは実施が難しいニーズに対する支援
 地域に障害福祉サービス等の実施事業所がなくても地方自治体による

支援の実現が可能

医療的ケア児等に対応する看護職員確
保のための体制構築（新規）

• 看護職員に対する医療的ケアに関する研修
• 就業先とのマッチング 等

障害児通所支援施設
看護職員への研修

支援者の確保

支援者の確保

令和２年度新規（拡充）
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医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場 構成員の状況
指定都市 市区町村

 協議の場の数：23
 協議の場の構成員となっている団体、事業所等の割合  協議の場の構成員となっている団体、事業所等の割合

 協議の場の数：754（圏域設置の協議の場を含む）

 協議の場の事務局を担う部門  協議の場の事務局を担う部門

32

その他：歯科医師会、薬剤師会、医療ソーシャルワーカー協会、保育所、幼稚園、学識経験者等

57%

30%

22%

30%

13%

70%

61%

96%

74%

9%

57%

78%

61%

74%

74%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医師会

看護系団体

福祉事務所

保健所・保健センター

児童相談所

教育委員会

学校

医療機関

訪問看護事業所

社会福祉協議会

当事者団体等

相談支援事業所

障害児通所支援事業所

その他の障害福祉サービス事業所等

その他

①在宅医療部門

4%

②保健・衛生部門

12%③障害福祉部門

81%

⑥その他

3%

その他：歯科医師会、薬剤師会、保育所、幼稚園、民生委員、児童委員、学識経験者等

18%

6%

53%

69%

14%

63%

59%

54%

37%

33%

36%

75%

63%

44%

54%

0% 20% 40% 60% 80%

医師会

看護系団体

福祉事務所

保健所・保健センター

児童相談所

教育委員会

学校

医療機関

訪問看護事業所

社会福祉協議会

当事者団体等

相談支援事業所

障害児通所支援事業所

その他の障害福祉サービス事業…

その他

①在宅医療部門

0.3%

②保健・衛生部門

4.1%

③障害福祉部門

77.9%④保育部門…

⑤教育部門

2.4%

⑥その他

10.7%

⑦未定

0.1%

⑧不明

2.3%

厚生労働省資料

R1.8.1時点
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尾張北部圏域 

 

西三河南部西圏域 

 

知多半島圏域 

 

名古屋・尾張中部圏域 

 

尾張西部圏域 

 

東三河北部圏域 

 

西三河北部圏域 

 
尾張東部圏域 

 

（地域支援センター） 

愛知県三河青い鳥医療療育センター(岡崎市) 

担当：西三河北部圏域、西三河南部東圏域 

 

（地域支援センター） 

愛知県青い鳥医療療育センター(西区) 

担当：名古屋・尾張中部圏域（名古屋市除く）、

海部圏域 

医療的ケア児支援センター（重症心身障害児施設等）の配置及び担当圏域 

（地域支援センター） 

一宮医療療育センター(一宮市)  

社会福祉法人杏嶺会 

担当：尾張西部圏域 

（基幹支援センター及び地域支援センター） 

愛知県医療療育総合センター（春日井市） 

担当：尾張北部圏域、尾張東部圏域 

海部圏域 

 
  

    

 

西三河南部東圏域 

 （地域支援センター） 

大同病院(南区) 

社会医療法人宏潤会 

担当：名古屋・尾張中部圏域（名古屋市） 



愛知県内 医療的ケア児支援センター（地域支援センター）一覧
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名 称

青い鳥
医療的ケア児支援

センター

だいどう
医療的ケア児支援

センター

あいち
医療的ケア児支援

センター

にしおわり
医療的ケア児支援

センター

にじいろ
医療的ケア児支援

センター

三河青い鳥
医療的ケア児支援

センター

信愛
医療的ケア児支援

センター

設置施設
愛知県青い鳥医療療育

センター
大同病院

愛知県医療療育総合
センター

一宮医療療育センター にじいろのいえ
愛知県三河青い鳥
医療療育センター

信愛医療療育センター

所在地 名古屋市西区 名古屋市南区 春日井市 一宮市 東海市 岡崎市 豊川市

担当圏域

〇尾張中部圏域 〇名古屋圏域 〇尾張東部圏域 〇尾張西部圏域 〇知多半島圏域 〇西三河北部圏域 〇東三河北部圏域

清須市、北名古屋市、豊
山町

名古屋市 瀬戸市、尾張旭市、豊
明市、
日進市、長久手市、東
郷町

一宮市、稲沢市 半田市、常滑市、東海市、
大府市、知多市、阿久比
町、
東浦町、南知多町、美浜
町、
武豊町

豊田市、みよし市 新城市、設楽町、東栄町、
豊根村

〇海部圏域 〇尾張北部圏域 〇西三河南部西圏域 〇西三河南部東圏域 〇東三河南部圏域

津島市、愛西市、弥富市、
あま市、大治町、蟹江町、
飛島村

春日井市、犬山市、江
南市、
小牧市、岩倉市、大口
町、
扶桑町

碧南市、刈谷市、安城
市、西尾市、知立市、
高浜市

岡崎市、幸田町 豊橋市、豊川市、蒲郡市、
田原市

電話番号 052-501-4079（代表） 080-4678-8404 
0568-88-0811
（代表）

0586-62-0002（代表） 080-7561-0428 0564-64-7980（代表） 0533-95-0992 



医療的ケア児と家族に対する支援ネットワーク構築事業
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１．医療的ケア児情報の集約化

•集約する窓口を、市町村毎に固定する体制を整備する

２．医療的ケア児支援協議の場充実

•定例会議を設置、関係機関を横に繋ぐ体制を整備する

３．医療的ケア児関連病院訪問

•関連病院との連携体制を整備する

４．医療的ケア児関係機関連携会議への参加

•医療的ケア児等コーディネーターと市町村関係者が、“学ぶ機会”の体制を整備する

５．医療的ケア児支援困難事例の共有化

•地域の困難事例、課題等の情報を市町村は医療的ケア児等、コーディネーターや医療的ケア児等ア
ドバイザーと共有し、愛知県障害者自立支援協議会医療的ケア児支援部会にて提起する



ご清聴ありがとうございました。

•出典

① 令和２年度厚生労働省委託事業 在宅医療関連講師人材養成事
業ー小児を対象とした在宅医療分野-

令和２年度 小児在宅医療に関する人材養成講習会テキスト（国立
研究開発法人 国立成育医療研究センター 令和２年９月２５日）

② 令和元（２０１９）年度 愛知県医療的ケア児者の実態調査結果報
告書

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/shogai/ikeajittaichousakekkahoukoku2020.html
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